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栃木県事業承継支援補助金受付等業務委託仕様書 

 

 本仕様書は、栃木県（以下「県」という。）が発注する栃木県事業承継支援補助金に

係る業務を受託する者（以下「受託者」という。）の業務について、必要な事項を定め

る。 

１ 業務名 

  栃木県事業承継支援補助金受付等業務（以下「委託業務」という。） 

 

２ 業務の目的 

  県内の中小企業者が行う事業承継のための専門家活用を支援し、県内中小企業者の

経営資源や雇用、技術を次世代に引き継ぎ、地域のサプライチェーンを維持すること

を目的として創設する事業承継支援補助金（以下「補助金」という。）の受付等を円

滑に行う。 

 

３ 予定契約期間 

  契約締結の日から令和７（2025）年３月 31 日（月）まで 

 

４ 業務内容 

 (1) 補助金事務局の設置及び運営 

   補助金の受付、相談等に対応するための窓口として補助金事務局（以下「事務局」

という。）を開設し、運営すること。 

ア 開所時間 午前９時から午後５時まで 

イ 開所日  月～金曜日（国民の祝日に関する法律（昭和 23 年７月 20 日法律第

178 号）に定める休日、令和６（2024）年 12 月 29 日から令和７（2025）

年１月３日までを除く） 

ウ 開設場所 宇都宮市内とし、別途県と協議の上決定すること。 

エ 開設期間 契約締結後速やかに開設することとし、開所日については県と協議

の上決定すること。 

オ 申請支援 郵送及びオンラインによる申請が円滑に行えるよう、事業者が相談

できる体制や申請サポートを受けられる環境を整備すること。 

カ 周知業務 当事業の概要をまとめたチラシを作成し、配布すること。(５千部以

上) 

 (2) 提出書類等の受付 

  ア 交付要領に定める下記の提出書類等について受け付け、不備がないか確認する

こと。 

(ｱ) 補助金交付申請書及び添付書類 

(ｲ) 補助事業計画変更承認申請書及び添付書類 

(ｳ) 補助事業計画中止（廃止）承認申請書 

(ｴ) 補助事業実績報告書及び添付書類 

(ｵ) 補助金交付請求書及び添付書類 
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(ｶ) 消費税額及び地方消費税額の確定に伴う報告書及び添付書類 

  イ 補正が必要な書類等については、申請者又は手続代行者等（以下「申請者」と

いう。）と連絡をとり、補正を行わせること。 

  ウ 補正が必要な書類等を郵送等で差し戻す場合は、原則として特定記録郵便等の

記録が残る方法で行うこと。 

  エ 必要書類等の未提出者に対し、メール・電話等の手段により、督促を行うこと。 

オ 必要書類等を審査する上で、必要に応じて現地調査を行うこと。 

カ 現地調査を行った場合は、その結果について、写真を含む記録を作成すること。 

 (3) 提出書類等の審査 

   提出書類等について、交付要領に定める要件等を満たしているか審査すること。 

(4) 受理した書類の県への送付 

   書面で受理した書類の正本及び別途県が指定する書類については、遅滞なく県に

送付すること。 

(5) 補助制度に関する相談・疑義照会対応等 

   当該補助制度に関する相談・疑義照会について、必要に応じ県と調整の上、対 

  応すること。 

申請者等の求めに応じ、必要な様式等を交付すること。 

(6) 実績報告書の提出 

   業務内容（事務局設置状況、相談受付状況、各種申請書等の受付・審査状況等）

及び、その他県が指示する事項について記載した実績報告書（正本１部及び電子デ

ータを収納した電子媒体（CD-ROM または USB メモリ）１式）を提出すること。 

 

５ 委託費の内訳・支払方法 

(1) 内訳 

 ア 事務局の設置・運営に係る経費 

   ・人件費、印刷製本費、通信費 等 

 イ 事務経費 

   ・消耗品費 等 

 ウ その他委託事業の実施に必要であると県が認めた経費 

(2) 支払方法 

精算払とする。 

 

６ 業務の実施に係る留意点 

(1) 受託者は、県と連絡調整を十分に行い、円滑に業務を実施すること。 

(2) 当該業務の実施により知り得た個人情報について、漏えい等の防止その他の個人情

報の適正な管理のために必要な措置を講じるとともに、当該業務の目的以外の目的に

利用し、または第三者に提供してはならない。業務委託の契約が終了し、または解除

された後においても、同様とする。 

(3) 本業務の遂行に当たっての再委託については、次のとおりとすること。 

ア 受託者は、本業務の一部を第三者に委託し、又は請け負わせてはならない。ただ
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し、県が書面によりあらかじめ承諾した時は、その限りではない。 

イ 県により再委託が承諾されたときは、受託者は再委託先に対して本業務に係る一

切の義務を遵守させるものとする。 

(4) 必要となる事務所・車両・機器・器具類（消耗品を除く。）の調達については、リ

ースやレンタルで対応すること。 

(5) 委託事業の実施に要した経費は、他の事業と経理を区分すること。また、帳簿及び

全ての証拠書類を備え、常に収支の状況を明らかにし、委託事業の完了の日の属する

年度の終了後５年間保存しなければならない。 

(6) 受託者は業務実施過程で発生した障害や事故については、大小に関わらず県に報告

し指示を仰ぐとともに、早急に対応を行うものとする。 

(7) この仕様書に定めのない事項及び疑義がある場合は、双方協議の上定めるものとす

る。 

(8) この仕様書に定めのない事項であっても、甲が必要と認める軽微な事項については、

受託者は、契約金額の範囲内で実施するものとする。 

 


